パスポートのオンライン申請へ改正旅券法成立

申請時の出頭回数を削減、22年度中に開始予定

　パスポートのオンライン申請を可能とする改正旅券法が4月20日に参院本会議で全会一致で可決成立した。
パスポートの発給申請手続き等の電子化を進めるために必要な規定を整備するほか、パスポートの査証蘭の増補を廃止し、余白がなくなった場合には有効期間と種類が同一の新たな一般旅券を発券することとする。
また、国外で発行された一般旅券に係る例外規定や、大規模な災害の被災者に係る手数料の減免制度を創設する。改正旅券法は公布日から1年を超えない範囲で政令で定める日から施行される。
　外務省では、パスポートのオンライン申請について、2020年12月25日に閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計画」に基づき、パスポートの発給申請等の手続きに係る領事業務情報システムを改修し、2022年度中にオンライン申請を可能とする方向で準備を進めている。
　制度設計に当たっては、パスポートの信頼性を維持しつつ、マイナポータルなどの既存インフラを利用し、申請時の出頭回数を削減、業務のデジタル化等を推進する。オンライン申請時の本人確認の方法については、マイナンバーカードの公的個人認証機能や顔認証技術等を活用する。
　また、パスポート発給に係る手数料についても2022年度中にクレジットカード決済等による納付を可能とする。
　新規申請などの際に添付を求めている戸籍謄抄本についても、2023年度以降に整備が予定されている法務省から発行される戸籍電子証明書を参照する仕組みを利用することにより、2024年度から添付の省略を実現することを検討している。
